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Ⅰ．米国経済 
【景気概況】 
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・米国景気は緩やかな回復が続いている。2013年7～9月期の実質ＧＤＰ（速報値）は前期比

年率＋2.8％と4～6月期（同＋2.5％）から成長が加速した。需要項目別にＧＤＰ成長率に

対する寄与度をみると、民間在庫投資による押し上げ（＋0.8％ポイント）が目立つ。ま

た住宅投資の押し上げ寄与幅も前期と同様の＋0.4％ポイントと、金利高にもかかわらず

順調であった。その反面で、景気回復の牽引が期待される個人消費や設備投資の伸びはそ

れぞれ鈍化しており、最終需要ベースでは加速感を欠く内容であった。 

・足元の景気指標は弱含んでいる。企業部門では、設備投資の先行指標であるコア耐久財受

注（航空機受注を除く非国防資本財受注）は9月が前月比－1.3％と再び減少した。家計部

門でも、10月のコンファレンス・ボード消費者信頼感指数が71.2と5月以来の低水準にな

るなど、景況感が弱まっている。10月の雇用統計では非農業部門雇用者数が前月比20.4万

人増と9月（16.3万人）から増勢を強めたが、財政協議の難航に伴う政府機関の一時閉鎖

などを嫌気して、民需の増勢が鈍っている可能性があることには注意を要する。 

・こうした中で米連邦準備制度（ＦＲＢ）は、10月の連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）で、

9月に続き量的緩和第３弾（ＱＥ３）の縮小（テーパリング）の着手を見送った。金融市

場でテーパリング開始が来年春先までずれ込むという観測が高まる中で、長期金利が低下

するとともに、ダウ工業平均株価は一時市場最高値を更新した。 
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【トピック】遠のくＦＲＢによるテーパリング観測 

・米連邦準備制度（ＦＲＢ）は9月に続き、10月末の連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）でも量

的緩和第３弾（ＱＥ３）の縮小（テーパリング）着手を見送った。年内のＦＯＭＣは12月

を残すだけであるが、ＦＲＢによるテーパリング着手観測は徐々に遠のいており、足元で

は来年春先以降になるとの見方が有力になっている。 

・ＦＲＢがテーパリングの見送りを相次いだ背景には、財政協議を巡る不透明感の高まりを

受けて景気に対する減速懸念が強まっていることがあるとみられる。財政協議の難航から

家計や企業のマインドが弱含んでいる可能性がある中で、テーパリングを推し進めれば景

気が失速する恐れが高まるとＦＲＢは判断したと考えられる。 

・加えて、来年早々に予定されているＦＲＢの人事も、テーパリング観測の順延につながっ

ている。新議長への就任が確実視されているイエレン氏は、金融緩和に積極的なハト派で

あると評されている。資産バブルへの懸念がある一方で、緩慢な改善テンポにとどまる雇

用情勢や低下気味に推移する消費者物価などを踏まえると、テーパリングを急ぐ必要はな

いと講演などで発言する地区連銀総裁も少なからず存在する。これらのことから、バーナ

ンキ議長が6月のＦＯＭＣ後に示したテーパリングの「時間軸」（13年以内に資産買い取り

減額に着手し、14年半ばに購入を終了する）が後ずれする公算は大きい。10月の雇用統計

では非農業部門雇用者数が予想より上振れしたが、均してみれば改善テンポが依然緩やか

であることなどから、政策金利（ＦＦレート）の利上げ観測も徐々に遠のいている。 

・加えて、今後の財政協議の展開次第では、ＦＲＢによる出口戦略が抜本的な再考を余儀な

くされる可能性もある。来年1月には暫定予算が、2月には債務上限の時限措置がそれぞれ

失効する。財政を巡る与野党対立が11月の中間選挙に向けてくすぶり続けるとみられる中

で、仮に長期の政府機関閉鎖や米国債のデフォルトなどが現実化すれば、金融市場が混乱

するとともに、企業や家計のマインドが大いに悪化し、景気が腰折れする危険が出てくる。

そうなれば、ＦＲＢは金融緩和の長期化のみならず、資産買い入れの増額など追加緩和を

実施せざるを得なくなるだろう。 
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【米国の主要経済指標】 

2010 2011 2012 13/Ⅰ 13/Ⅱ 13/Ⅲ 13/6 13/7 13/8 13/9 13/10

実質ＧＤＰ成長率（変化率、％）＊ 2.5 1.8 2.8 1.1 2.5 2.8 - - - - -

　個人消費（寄与度、％ﾎﾟｲﾝﾄ） 1.3 1.7 1.5 1.5 1.2 1.0 - - - - -

　住宅投資（寄与度、％ﾎﾟｲﾝﾄ） -0.1 0.0 0.3 0.9 0.4 0.8 - - - - -

　在庫投資（寄与度、％ﾎﾟｲﾝﾄ） 1.4 -0.2 0.2 0.3 0.4 0.4 - - - - -

ＩＳＭ製造業指数（中立水準=50） 57.3 55.2 51.7 52.9 50.2 55.8 50.9 55.4 55.7 56.2 56.4

ＩＳＭ非製造業指数（中立水準=50） 54.1 54.5 54.8 55.2 53.2 56.3 52.8 56.0 58.6 54.4 55.4

鉱工業生産（変化率、％）＊ 5.7 3.4 3.6 1.0 0.3 0.6 0.2 -0.1 0.4 0.6 -

　製造業（変化率、％）＊ 5.7 4.2 3.9 -24.7 -21.9 28.0 0.3 -0.4 0.5 0.1 -

設備稼働率（％、季調済） 74.0 76.5 77.6 78.0 77.9 78.0 77.9 77.7 77.9 78.3 -

製造業新規受注（変化率、％）＊ 23.2 11.0 4.1 -1.0 6.6 -2.6 3.9 -8.1 0.5 3.8 -

　コア資本財受注（変化率、％）＊ 12.9 11.6 2.1 5.0 2.1 -1.9 1.1 -3.5 1.0 -1.3 -

建設支出（変化率、％）＊ -11.2 -1.9 8.1 -1.0 2.7 - 0.1 1.4 0.6 - -

ＣＢ消費者信頼感指数（85年=100） 54.5 58.1 67.0 62.8 75.1 81.0 82.1 81.0 81.8 80.2 71.2

コア小売売上高（変化率、％）＊ 3.5 5.5 4.8 0.8 0.6 1.0 0.2 0.5 0.2 0.5 -

名目個人消費支出（変化率、％）＊ 3.6 5.0 4.1 0.8 0.4 0.9 0.6 0.1 0.3 0.2 -

実質個人消費支出（変化率、％）＊ 2.0 2.5 2.2 0.6 0.5 0.4 0.2 0.0 0.2 0.1 -

名目個人所得（変化率、％）＊ 2.9 6.1 4.2 -1.0 1.0 0.9 0.3 0.2 0.5 0.5 -

新車（乗用車）販売台数（前年比、％） 12.4 10.2 13.5 7.6 8.5 8.5 10.4 11.0 11.0 3.4 5.7

住宅着工件数（年率、万戸、季調済） 58.6 61.2 78.3 95.7 86.9 - 83.5 88.3 89.1 - -

着工許可件数（年率、万戸、季調済） 60.4 62.4 82.9 91.9 96.9 - 91.8 95.4 92.6 - -

新築住宅販売件数（年率、万戸、季調済） 32.1 30.6 36.8 44.9 44.3 - 45.4 39.0 42.1 - -

中古住宅販売件数（年率、万戸、季調済） 418.3 427.8 466.1 494.3 505.7 535.7 506.0 539.0 539.0 529.0 -

S&Pｹｰｽｼﾗｰ住宅価格指数（前年比、％） 1.3 -3.9 0.9 9.4 12.0 - 12.0 12.3 12.8 - -

財政収支（10億ドル、季調済） -1,275.1 -1,249.6 -1,059.8 -307.2 90.7 -170.5 116.5 -97.6 -147.9 75.1 -

貿易収支（10億ドル、季調済） -499.4 -556.8 -534.7 -122.6 -117.8 - -34.5 -38.6 -38.8 - -

　名目輸出（前年比、％） 16.9 14.7 4.7 1.8 1.9 - 2.9 3.2 3.9 - -

　名目輸入（前年比、％） 19.7 14.0 2.9 -1.5 -1.0 - -1.1 0.5 0.9 - -

経常収支（10億ドル、季調済） -441.9 -465.9 -461.2 -104.9 -98.9 - - - - - -

対米証券投資（10億ドル） 793.0 369.0 588.7 -16.8 -114.6 - -67.1 31.0 -8.9 - -

失業率（％、季調済） 9.6 8.9 8.1 7.7 7.6 7.3 7.6 7.4 7.3 7.2 7.3

非農業部門雇用者数（前期差、万人） 102.2 210.3 219.3 62.2 54.7 49.0 17.2 8.9 23.8 16.3 20.4

消費者物価（前年比、％） 1.6 3.2 2.1 1.7 1.4 1.6 1.8 2.0 1.5 1.2 -

　同コア（前年比、％） 1.0 1.7 2.1 1.9 1.7 1.7 1.6 1.7 1.8 1.7 -

ＰＣＥデフレーター（前年比、％） 1.7 2.4 1.8 1.4 1.1 1.1 1.3 1.3 1.1 0.9 -

　同コア（前年比、％） 1.3 1.4 1.8 1.5 1.2 1.2 1.2 1.1 1.2 1.2 -

ガソリン価格（前年比、％） 1.2 0.8 0.2 4.0 -0.7 -0.9 0.3 -1.0 -0.5 -1.2 -5.3

生産者物価（前年比、％） 4.2 6.0 1.9 1.5 1.5 1.3 2.5 2.1 1.4 0.3 -

Ｍ２（前年比、％） 2.0 7.2 8.6 7.3 7.0 6.7 6.8 6.9 6.7 6.4 -

ＦＦレート（年利、％、期末値） 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25

LIBOR３ヶ月物（年利、％、期中値） 0.34 0.34 0.43 0.29 0.28 0.26 0.27 0.27 0.26 0.25 0.24

10年債（年利、％、期中値） 3.20 2.77 1.79 1.93 1.98 2.70 2.29 2.56 2.73 2.80 2.60

株価指数（ＮＹダウ、期中値） 10,663 11,966 12,967 14,000 14,961 15,285 15,036 15,390 15,195 15,270 15,289

ドル/円（期中値） 87.8 79.7 79.8 92.4 98.7 98.9 97.3 99.6 97.8 99.2 97.8

ユーロ/ドル（期中値） 1.33 1.39 1.29 1.32 1.31 1.33 1.32 1.31 1.33 1.34 1.36

ＷＴＩ先物（期近物、ドル、期中値） 79.5 95.1 94.2 94.4 94.2 105.8 95.8 104.7 106.5 106.2 100.6

（注）変化率（％）＊は、年次データが前年比、四半期データが前期比、月次データが前月比を採用している。

（出所）米商務省、ＦＲＢ、ＩＳＭ、Ｓ＆Ｐなどの資料から作成。
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Ⅱ．欧州経済 

【ユーロ圏の景気概況】 
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・ユーロ圏景気は緩やかに持ち直している。最新10月の景況感指数は97.8と6ヶ月連続で上

昇した。国別には、ドイツやフランスは景況感の改善が続いているが、イタリアとスペイ

ンでは改善が一服した。産業別には、製造業指数が引き続き上昇した一方で、建設業指数

やサービス業指数が下落し、景況感指数全体の重しとなった。 

・企業部門をみると、製造業の中心地であるドイツの9月の鉱工業生産が前月比－0.9％と、

再び減少した。またユーロ圏の10月調査の設備稼働率（向こう3ヶ月の見通し）は78.4％

と前回（7月）調査時点（78.3％）からほぼ横ばいにとどまった。これらのことから、足

元の回復ペースは依然弱含んでいると考えられる。 

・家計部門をみると、9月の小売売上高が前月比－0.6％と6月以来の低下に転じたが、均せ

ば持ち直しの動きが続いており、個人消費の回復は底堅いと評価される。家計を取り巻く

環境をみると、9月の失業率は12.2％と依然高止まりしているものの、債務問題の落ち着

きなどが好感され、家計のマインドは緩やかな改善基調を保っているとみられる。 

・こうした中で、10月の消費者物価上昇率（速報値）は前年比＋0.7％と4ヶ月連続で低下し

ている。インフレ圧力の弱まりに対する警戒感や景気回復支援の必要性などから、欧州中

央銀行（ＥＣＢ）は11月の理事会で4月以来となる追加利下げを行い、主要リファイナン

ス・オペ金利を年0.25％に、貸出ファシリティ金利を年0.75％にそれぞれ引き下げた。 
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【トピック】欧州連合理事会が金融機関の単一監督制度を承認へ 

・欧州連合（ＥＵ）の閣僚理事会は、10月15日、銀行やその他の信用機関の監視を行うため

の「単一監督制度（Single Supervisory Mechanism; ＳＳＭ）」の創設に関する規則を承認

した。ＳＳＭとは、欧州中央銀行（ＥＣＢ）と加盟国の監督当局で構成される銀行監督制

度であり、ＥＵ内の銀行（ただし非ユーロ圏は任意）がその対象となる。ＥＣＢはＳＳＭ

全体の責任を負い、ユーロ圏下に約6,000行ある銀行の全ての監督を担うことになるが、う

ち規模が大きい約150行に関しては、これらを直接監督する。ＳＳＭの稼働は早くて2014年

秋口（11月頃）になる見込みである。合わせてＥＣＢは2014年10月までにユーロ圏の主要

128行に対して健全性を評価する「包括的な審査（Comprehensive Assessment）」を実施す

る。これはＳＳＭ導入の前哨戦的な意味合いを有しているといえよう。 

・ＳＳＭの稼働によって、ＥＵ域内の銀行監督が質的に向上するという期待は大きい。加え

て、ＳＳＭの創設は、欧州安定メカニズム（ＥＳＭ）による銀行への直接資本注入を可能

にする上での前提条件となっている。さらに、ＥＵの「銀行同盟（Banking Union）」の構

築を進める上での第一歩としての意味合いも有しているという点からも、評価に値すると

みられている。もっとも、ＥＣＢの本来業務である中央銀行業務と銀行監督業務の間には

利益相反の関係が存在するため、慎重な運用が求められるところでもある。 

・なおＳＳＭの創設が認められたことにより、今後の焦点は、銀行同盟下で単一破綻処理制

度（Single Resolution Mechanism; ＳＲＭ）の構築が上手く進むかどうかに移ったといえ

るだろう。監督制度と破綻処理制度は相互補完的な存在であり、いずれかが欠けても制度

の効果的な機能は望みにくい。ＥＣＢのドラギ総裁は報道機関とのインタビューで、引き

続き2015年までのＳＲＭの導入を目指すと明言している。ただ、ＳＲＭの運用にはＳＳＭ

とは異なり、加盟国間に追加的な資金負担が相応に発生するため、その調整には時間を要

するとみられる。 

 
ＥＣＢによる包括的な審査の内容

ストレステスト

アセットクオリ
ティ・レビュー

スーパーバイザ
リー・リスクマネ
ジメント

・流動性やレバレッジ、増資などの
　重要なリスク要因に対する監査
・量的及び質的な分析

・情報の質、資産鑑定、不良債権の
　計上方法、担保価格、引当金など
　の評価
・投融資資産の評価

・銀行のストレスに対する耐久性を
　将来的見地から評価
・欧州銀行監督局との協業

 

銀行同盟
Banking
Union

【監督】
・単一監督メカニズム（ＳＳＭ）
　　14年秋に稼働見込み

【預金保険】
・預金保険指令（ＤＧＳＤ）

【破綻処理】
・再建・破綻処理指令（ＲＲＤ)
・単一破綻処理メカニズム（ＳＲＭ)

銀行同盟のフレーム

 
（出所）欧州中央銀行及び欧州委員会 
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【ユーロ圏の主要経済指標】 
2010 2011 2012 13/Ⅰ 13/Ⅱ 13/Ⅲ 13/6 13/7 13/8 13/9 13/10

実質ＧＤＰ成長率（前年・前期比、％）＊ 2.0 1.4 -0.6 -0.2 0.3 - - - - - -

　個人消費（寄与度、％ﾎﾟｲﾝﾄ） 0.9 0.2 -1.2 -0.1 0.1 - - - - - -

　総固定資本形成（寄与度、％ﾎﾟｲﾝﾄ） -0.1 1.6 -4.1 -0.4 0.0 - - - - - -

景況感指数（平均=100） 100.5 101.0 89.9 90.1 89.8 94.9 91.3 92.5 95.3 96.9 97.8

製造業景況感指数（平均=-7) -4.7 0.1 -12.0 -12.2 -12.6 -8.3 -11.2 -10.6 -7.8 -6.6 -4.8

サービス業景況感指数（平均=9.3） 4.5 5.4 -6.8 -7.8 -10.0 -5.4 -9.6 -7.8 -5.2 -3.2 -3.7

ユーロ圏総合ＰＭＩ（中立水準=50） 55.4 52.7 47.2 47.7 47.8 51.4 48.7 50.5 51.5 52.2 51.9

　製造業 55.4 52.2 46.2 47.5 47.9 50.9 48.8 50.3 51.4 51.1 51.3

　サービス業 54.5 52.6 47.6 47.6 47.5 50.9 48.3 49.8 50.7 52.2 51.6

鉱工業生産指数（10年=100、季調済） 100.0 103.2 100.8 99.4 100.0 - 100.4 99.4 100.4 - -

　変化率（％）＊ 7.2 3.2 -2.4 0.2 0.7 - 0.7 -1.0 1.0 - -

設備稼働率（％、季調済） 75.8 80.5 78.8 77.6 77.5 78.3 - - - - -

建設支出（10年=100、季調済） 100.0 98.3 93.2 88.8 90.3 - 91.4 92.0 92.5 - -

　変化率（％）＊ -7.5 -1.7 -5.1 -3.7 1.7 - 1.6 0.7 0.5 - -

実質輸出（10年=100、季調済） 137.5 148.6 153.0 113.6 113.0 - 113.2 112.4 - - -

　変化率（％）＊ 14.4 8.0 3.0 2.1 -0.5 - 0.8 -0.7 - - -

実質輸入（10年=100、季調済） 122.3 126.5 122.3 98.0 98.9 - 99.7 99.7 - - -

　変化率（％）＊ 11.0 3.4 -3.3 -0.1 0.9 - 1.4 0.0 - - -

消費者信頼感指数（平均=-13.3） -14.2 -14.6 -22.4 -23.7 -20.9 -16.0 -18.8 -17.4 -15.6 -14.9 -14.5

小売売上高指数（10年=100、季調済） 100.0 99.7 98.0 97.0 97.3 97.9 97.2 97.8 98.2 97.7 -

　変化率（％）＊ 0.6 -0.3 -1.7 0.3 0.3 0.6 -0.8 0.6 0.5 -0.6 -

新車登録台数（前年比、％） -7.6 -0.8 -11.7 -13.3 -6.3 -1.0 -9.4 3.3 -7.5 1.2 -

住宅価格（10年=100、季調済） 100.0 100.9 99.1 96.7 97.0 - - - - - -

失業率（％、季調済） 10.1 10.2 11.4 12.0 12.1 12.2 12.1 12.1 12.2 12.2 -

雇用者数（100万人、季調済） 146.7 147.2 146.2 145.1 145.0 - - - - - -

　変化率（％）＊ -0.5 0.3 -0.7 -0.5 -0.1 - - - - - -

単位労働コスト（前年比、％） 1.5 2.2 1.6 1.7 0.9 - - - - - -

名目輸出（10億ユーロ、季調済） 1,537.3 1,746.1 1,870.7 475.1 474.1 - 158.1 155.8 157.4 - -

　変化率（％）＊ 19.9 13.6 7.1 1.5 -0.2 - 1.1 -1.5 1.0 - -

名目輸出（10億ユーロ、季調済） 1,553.0 1,762.5 1,791.1 435.9 432.4 - 144.9 144.8 145.1 - -

　変化率（％）＊ 22.2 13.5 1.6 -0.8 -0.8 - 1.4 -0.1 0.2 - -

貿易収支（10億ユーロ、季調済） -15.7 -16.4 79.6 39.2 41.7 - 13.2 11.0 12.3 - -

経常収支（10億ユーロ、季調済） -42.0 -1.5 127.2 50.4 58.2 - 21.0 15.5 17.4 - -

消費者物価（前年比、％） 1.6 2.7 2.5 1.9 1.4 1.3 1.6 1.6 1.3 1.1 0.7

　同コア（前年比、％） 1.0 1.4 1.5 1.4 1.1 1.1 1.2 1.1 1.1 1.0 0.8

生産者物価（前年比、％） 2.8 5.9 2.8 0.9 -0.4 -0.8 -0.1 -0.2 -1.1 -1.1 -

Ｍ３（前年比、％） 0.3 1.4 2.9 3.4 3.1 2.1 2.4 2.1 2.5 2.0 -

対民間部門銀行貸出（前年比、％） 1.3 3.4 -0.1 -1.2 -1.3 -3.1 -2.3 -3.1 -3.8 -3.9 -

政策金利（年利、％、期末値） 1.00 1.31 0.88 0.75 0.75 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

EURIBOR3ヶ月物（年利、％、期中値） 0.82 1.41 0.53 0.22 0.21 0.23 0.22 0.23 0.22 0.23 0.23

ドイツ10年債（年利、％、期中値） 2.74 2.65 1.51 1.47 1.48 1.77 1.73 1.67 1.86 1.78 1.67

株価指数（FT Eurofirst300、期中値） 1,056 1,056 1,067 1,172 1,194 1,219 1,171 1,193 1,220 1,245 1,264

ユーロ/円（期中値） 116.4 111.0 102.7 121.9 128.9 131.1 128.4 130.5 130.3 132.5 133.4

ドル/ユーロ（期中値） 0.75 0.72 0.78 0.76 0.77 0.75 0.76 0.76 0.75 0.75 0.73

（注）変化率（％）＊は、年次データが前年比、四半期データが前期比、月次データが前月比を採用している。

（出所）欧州連合統計局、欧州委員会、Markit、欧州自動車工業会、欧州中央銀行などの資料から作成。
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【英国の景気概況】 
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（出所）英国統計局（ＯＮＳ）、Markit、イングランド銀行（ＢＯＥ） 

・英国景気は回復している。13年7～9月期の英国の実質ＧＤＰ（速報値）は前期比＋0.8％

と4～6月期（同＋0.7％）と同様に堅調な伸びとなった。需要項目別には、個人消費や住

宅投資などが好調を維持し、景気の回復を押し上げたとみられる。 

・足元の指標をみると、企業部門では、9月の鉱工業生産が医薬品や輸送機器の牽引などを

受けて前月比＋0.9％と再び増加するなど、生産の回復は底堅い。マインド面でも、10月

の購買担当者景況指数（ＰＭＩ）は製造業が56.0と改善テンポが一服しているものの、一

方でサービス業が62.5と97年5月以来の高水準となっており、企業の景況感は主力の非製

造業を中心に改善基調を維持している。 

・家計部門では、9月の小売売上高（石油を除くベース）が被服などの好調を受けて前月比

＋0.7％と再び増加しており、均してみた基調も上向きであることなどから、個人消費は

堅調であるとみられる。消費を取り巻く環境をみると、9月の失業率が4.0％と低下が続く

など、雇用・賃金情勢は緩やかに改善している。また翌10月のネーションワイド住宅価格

指数が前年比＋5.8％となるなど、住宅価格は上昇ピッチを高めており、このことが資産

効果の面から個人消費の増勢をサポートしていると考えられる。その反面で、消費財ロー

ン残高の伸びが徐々に加速するなど、家計は借り入れへの依存度を高めており、負債レバ

レッジが高まっていることには注意を要しよう。 
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【英国の主要経済指標】 
2010 2011 2012 13/Ⅰ 13/Ⅱ 13/Ⅲ 13/6 13/7 13/8 13/9 13/10

実質ＧＤＰ成長率（前年・前期比、％）＊ 1.8 1.0 0.3 0.3 0.7 0.8 - - - - -

　個人消費（寄与度、％ﾎﾟｲﾝﾄ） 0.9 -0.5 0.7 0.3 0.2 - - - - - -

　総固定資本形成（寄与度、％ﾎﾟｲﾝﾄ） 0.5 -0.5 0.2 0.0 0.2 - - - - - -

景況感指数（平均=100） 101.1 96.5 94.4 97.6 97.2 109.4 97.3 104.2 108.5 115.4 115.1

製造業景況感指数（平均=-10.4) -4.5 -1.8 -6.7 -9.0 -9.3 1.4 -12.3 -5.0 -0.1 9.2 2.3

サービス業景況感指数（平均=2.5） -10.4 -14.2 -17.9 -6.6 -6.6 9.6 1.9 4.0 10.2 14.6 30.0

製造業ＰＭＩ（中立水準=50） 56.6 52.6 49.2 49.0 51.5 56.1 52.9 54.8 57.1 56.3 56.0

サービス業ＰＭＩ（中立水準=50） 54.0 53.6 52.5 51.9 54.9 60.3 56.9 60.2 60.5 60.3 62.5

建築業ＰＭＩ（中立水準=50） 53.2 53.6 51.6 47.6 50.4 58.3 51.0 57.0 59.1 58.9 59.4

鉱工業生産指数（10年=100、季調済） 100.0 98.8 96.4 95.1 95.8 96.5 96.7 96.9 95.8 96.7 -

　変化率（％）＊ 2.8 -1.2 -2.4 0.5 0.7 0.7 1.4 0.2 -1.1 0.9 -

ｻｰﾋﾞｽ業生産指数（10年=100、季調済） 100.0 101.5 102.8 103.7 104.3 - 104.4 104.8 105.1 - -

　変化率（％）＊ 0.8 1.5 1.3 0.6 0.6 - 0.0 0.4 0.3 - -

設備投資（10年価格、季調済） 121.9 120.3 122.5 29.2 29.5 - - - - - -

　変化率（％）＊ -0.7 -1.3 1.8 -1.2 0.9 - - - - - -

実質輸出（10年=100、除石油、季調済） 100.0 106.9 108.6 107.1 112.9 107.8 117.3 106.0 109.6 107.8 -

　変化率（％）＊ 11.4 6.9 1.6 -1.7 5.4 -4.5 6.5 -9.6 3.4 -1.6 -

実質輸入（10年=100、除石油、季調済） 100.0 100.7 103.1 103.7 105.2 107.1 108.5 106.3 106.0 109.1 -

　変化率（％）＊ 12.7 0.7 2.3 -0.4 1.5 1.8 4.0 -2.0 -0.3 2.9 -

消費者信頼感指数（平均=-10) -11.6 -21.4 -20.1 -17.0 -16.7 -3.8 -15.5 -6.9 -3.5 -1.0 -2.1

小売売上高（10年=100、除石油、季調済） 100.0 99.9 101.3 101.8 102.8 104.4 103.6 104.8 103.9 104.6 -

　変化率（％）＊ 0.5 -0.1 1.4 0.5 1.0 1.6 0.2 1.2 -0.9 0.7 -

新車（乗用車）登録台数（前年比、％） 2.3 -3.7 4.9 8.4 13.1 11.9 13.4 12.8 11.0 12.1 4.0

ﾈｰｼｮﾝﾜｲﾄﾞ住宅価格（前年比、％） 5.9 -0.2 -0.9 0.3 1.3 4.1 1.9 3.9 3.5 5.0 5.8

失業率（％、英国基準、季調済） 4.6 4.7 4.7 4.6 4.5 4.2 4.4 4.3 4.2 4.0 -

失業率（％、ＩＬＯ基準、3ヶ月平均） 7.9 8.0 8.0 7.8 7.8 - 7.8 7.7 7.7 - -

失業者数（前月差、英国基準、千人） -139.3 143.1 -44.2 -25.9 -57.4 -119.6 -29.4 -36.3 -41.6 -41.7 -

名目輸出（10億ポンド、季調済） 447.3 492.9 492.8 125.5 128.0 125.2 43.3 41.8 41.7 41.7 -

　変化率（％）＊ 11.2 10.2 0.0 2.0 2.0 -2.2 2.3 -3.4 -0.3 0.1 -

名目輸出（10億ポンド、季調済） 480.1 516.1 526.7 131.7 133.5 135.0 44.9 45.0 44.9 45.0 -

　変化率（％）＊ 12.8 7.5 2.0 0.2 1.3 1.1 0.9 0.3 -0.2 0.2 -

貿易収支（10億ポンド、季調済） -75.5 -71.4 -62.2 -6.3 -5.5 -9.7 -1.6 -3.2 -3.3 -3.3 -

経常収支（10億ポンド、季調済） -37.3 -20.2 -57.7 -14.5 -13.0 - - - - - -

消費者物価（前年比、％） 3.3 4.5 2.8 2.8 2.7 2.7 2.9 2.8 2.7 2.7 -

　同コア（前年比、％） 2.9 3.2 2.3 2.3 2.2 2.1 2.3 2.0 2.0 2.2 -

生産者物価投入価格（前年比、％） 9.9 15.4 1.4 1.6 1.8 2.9 4.0 5.1 2.4 1.1 -

生産者物価産出価格（前年比、％） 4.2 5.6 2.8 2.1 1.4 1.7 2.0 2.1 1.7 1.2 -

Ｍ４（前年比、％） 1.9 -1.5 -3.7 0.0 0.4 2.1 1.5 1.7 2.1 2.6 -

政策金利（年利、％、期末値） 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

LIBOR3ヶ月物（年利、％、期末値） 0.72 1.37 0.42 0.13 0.13 0.16 0.14 0.15 0.14 0.20 0.18

英国10年債（年利、％、期中値） 3.46 2.97 1.82 1.95 2.05 2.61 2.44 2.36 2.77 2.71 2.62

株価指数（FTSE100、期中値） 5,466 5,691 5,743 6,305 6,436 6,532 6,299 6,518 6,521 6,557 6,572

ポンド/円（期中値） 135.6 127.9 126.6 143.1 151.5 153.5 150.7 151.3 151.6 157.4 157.4

ユーロ/ポンド（期中値） 0.86 0.87 0.81 0.85 0.85 0.85 0.85 0.86 0.86 0.84 0.85

（注）変化率（％）＊は、年次データが前年比、四半期データが前期比、月次データが前月比を採用している。

（出所）欧州連合統計局、英国統計局、Markit、欧州自動車工業会、イングランド銀行などの資料から作成。

金融

全

体

家

計

部

門

景

　

気

雇用

企

業

部

門

国

際

収

支

物価

 



 

 

 

 

 

 

ご利用に際しての留意事項を最後に記載していますので、ご参照ください。 （お問い合わせ） 調査部 TEL：03-6733-1070 
9/9 

 

 － ご利用に際して －  
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	【目次】
	Ⅰ．米国経済
	Ⅱ．欧州経済

